
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人コミュニケーション能力開発機構

1 事業の成果
セミナーは毎回好評でした。コミュニケーション能力を高めることで悩みを解決し、

必要性を広めることが出来た。今年度はオンラインでの開催が中心となった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 146 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

コミュ_ケ ~ン ヨン
向上事業

コミュニケーション能力
向上の為のセミナー開催 R6.3.9

東京都千

代田区区

1人
対人コミュ_ケ

ーションを学

ぶ人

2人
0円

普及啓発事業 コミュニケーション認定
証発行

随時 オンライン 1人 一般市民
203人

111円

定款に
され
事業

記
た
名

載
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 5年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生_墜場合)
特定非営利活動法人コミュニケーション能力開発機構

金   額 小 計 。合 計

受取補

評価益

′急

正会員受取会費
賛助会員受取会費

コミュニケーション向上セミナー事業収益
普及啓発事業収益

0

111,650

1111650

111.6コ

451117

45.117

275

275,900

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗

旅費交通費
減価償却費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
支払手数料

275.9〔 X

321.017
-2091367当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B

過年度損益修正益

災害損失

C D ・・②
-209,367

71236

0

2161603

期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④十⑤

堂 イ立 :円

当  朝  経 1 外  増  減



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人コミュニケーション能力開発機構

禾斗 日 令   和 小 計 。合計

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

72,802
1,022,614

0

1,0051416

1.095.41

0

0

0

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,095,416

未払金
預 り金

長期借入金
退職給付引当金

1,088,180
1,088,180

1.088.180

0

0

0

1.088.180

216,603
-209,367

7_236

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】 11095,416



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人コミュニケーション能力開発機構

金   額 ′!ヽ   言十 計

、1 資 産
' 
部

現金預金
手元現金
常陽銀行普通預金

コミュニケーション向上セミナー事業未収金
普及啓発事業未収金

販売用寄附物品

0

72,802

72,802
11095,416

0

1,022,614

1,022,614

0

0

車両

パ ソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

○○市事業所

敷金
○○市事業所

○銀行

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,095,416

ユI 目 の 部

未払金
印刷製本費

源泉徴収税

1,088,180
1,088,180

1.o“ 1lm

0

0

長期借入金
○○銀行借入金

職員

0

0

0

0

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 110881180

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 7,236

1_088.



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人コミュニケーション能力開発機構

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )

氏   名

1 睡憂]・ 監事
シイナ ノリオ 令和5年  7

令和6年 6

月 1 日

月 30日

年

年

月

月

日

日椎名 規夫

2 睡憂]・ 監事
クマガイシンゴ 令和5年 7

令和6年 6

月 1 日

月 30日

年   月   日

年  月  日熊谷 真悟

つ
υ 睡憂]・ 監事

テラダ ノゾ 令和5年  7

令和6年 6

月 1 日

月 30日

年:   月   日

年   月   日寺田 望

4 理事・匡ヨ
イノセ カズ 令和5年 7 月 1 日

令和6年 6 月 30日

年  月

年  月猪瀬 和夫

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年 月

6 理事 。監事

年  月

年  月

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年  月 日

日年  月

年  月 日

日年  月

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年  月

9 理事・監事

年  月  日

年   月   日

年  月 日

日年  月

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

日

日

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人コミュニケーション能力開発機構

氏   名

1

椎名 規夫

2
椎名 浩子

3
椎名 健

4
椎名 俊行

5
熊谷 真悟

6
寺田 望

7
飯田 正俊  

8
中村 修

9
中江 幸子

10
鈴木 かおり

11

12




